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2章でコンテナターミナルゲートの効率化手法として 6つの機能で体系的に整理しましたが、本章では、

コンテナターミナル施設の機能強化対策を実施する場合の計画手順を、６つの機能ごとに解説します。 

施設計画を検討していく中で必要なパラメータについて、独自のデータ取得のための調査も困難であ

る場合を想定し、参考値として名古屋港のパラメータを例示しています。 

次ページにコンテナターミナル施設の機能強化対策を実施する場合の計画手順を整理した検討フロ

ー図を示します。 
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通常車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

データ不足車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

不備車両の
トレーラー台数

輸出入合計

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

ゲート効率化対策（①集約・⑤手続き場所の変更）を実施した場合の需要

①集約 ⑤手続き場所の変更

×通常車両割合 ×データ不足車両割合 ×不備車両割合

④コンテナターミナルへのゲート
通過時の事前情報の伝達シス
テム構築

④コンテナターミナルへのETCから
の事前情報の伝達システム構築
（※名古屋港の場合は未実施）

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

レーン数の設定（②事前仕分けの場合、通常
車両用、データ不足用に分けて設定）

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

①集約⑤手続
き場所の変更
した場合のゲー
ト前の待機ス
ペース

③不備車両の
退避スペース

⑥滞留影響の
低減に向けた待
機スペース

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

レーン数の設定
（②事前仕分けの場合、通常車両
用、データ不足用に分けて設定）

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

（②事前仕分けを実施する場合） （③不備車両の退避を実施する場合）

コンテナターミナルに付与する機能
①集約
②事前仕分け
③不備車両の退避
④事前情報の伝達
⑤手続き場所の変更
⑥滞留影響の低減

NO

YES

P3‐5、3‐6

P3‐7

P3‐8～3‐14

P3‐27、3‐28

P3‐8、9

P3‐10～3‐14

P3‐60 P3‐62

P3‐64～P6‐67

コンテナターミナルへの
事前情報伝達システム
構築の検討

P3‐20、3‐26

P3‐59

P3‐31 P3‐63 P3‐70

P3‐20、3‐26、3‐27

P3‐41～P3‐56
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3.1 「集約」の実施計画 
「集約」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

図 3.1.1 「集約」の実施フロー 

  

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

レーン数の設定

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

集約ゲート前の
待機スペース

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

レーン数の設定

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

①集約を実施した場合の需要

①集約

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

NO

YES

現況把握調査（渋滞状況・ゲート稼働状況）
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「集約」の実施計画における現況把握調査 

コンテナターミナルゲートの混雑状況等を把握するための調査手法を解説します。 

 

表 3.1.1 「集約」の実施計画における現況把握調査例 

目的 調査手法の例 調査内容 

渋滞状況を把握する 滞留長調査 • ゲート前や交差点に、調査員を配置し、10 分間毎

などに、その間における滞留の最大長さを記録す

る。 

• 特に、ゲート前から公道にまで伸びる滞留の場合、

交差点や車両出入口等へ影響を及ぼしていない

かなどについても留意する必要がある。 

• どこで、いつ、どの程度の滞留が発生しているか把

握することができる。 

ゲートの稼働状況を把

握する 

ゲート通過台数の

調査 

• ゲート前に調査員を配置し、1 時間当たりのトレーラ

ーの通過台数及び 1台当たりの処理時間を記録す

る。 

• 1台当たりの処理時間から 1時間当たりに処理可能

な最大トレーラー台数を算出し、ゲートの通過台数

との比を取ることにより、ゲートの稼働率が算定され

る。 

コンテナ情報 

データ分析 

• ゲートの受付時間から受付終了時間などがコンテ

ナ情報システム等により管理されている場合、それ

らのデータを分析する。 

• 1 時間当たりのトレーラーの処理台数や 1 台当たり

のトレーラーの処理時間を把握することができる。 
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「集約」の実施計画における需要の設定 

単位時間当たりの需要の設定 

施設の規模を計画するための需要（トレーラー台数）を既存の港湾統計等の資料から設定する

方法を解説します。(需要の検討フローは下図のとおりです。) 

 

 
図 3.1.2 需要の検討フロー 

 

①年間貨物量の設定 

• 実証実験より得た知見を踏まえた年間貨物取扱量の設定方法は以下のとおりです。 

 

表 3.1.2 年間貨物量の設定方法 

 計画時 実証実験により得た知見 知見を踏まえた設定方法 

年間取

扱量の

設定 

港湾計画等の既存計画に

準じた需要の設定。 

目標取扱量を見込む年次が

港湾計画の改訂により後ろ倒

しになった。 

港湾計画等の既存計画に

準じた需要の設定を基本と

するが、必要に応じて需要

推計を実施することが望ま

しい。 

 

  

年間貨物量の設定 

トレーラー台数への換算 

需要の変動の考慮 

単位時間当たりの需要の設定 
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• 施設の必要規模を算定するにあたり、需要を設定する必要があります。コンテナターミナルゲート

の需要である入構トレーラー台数は、当該ターミナルで取り扱われるコンテナ貨物量により変動

するものと考えられます。 

• 貨物量の過去の推移や周辺施設の整備計画等により、需要の変動が予想される場合、それらを

考慮した需要を設定する必要があります。 

• 需要の変動を想定した場合の需要の設定方法は、下表に示すような例が挙げられます。 

 

表 3.1.3 需要の設定方法(将来取扱貨物量の変化が見込まれる場合) 

需要の設定方法 内容 備考 

需要の推計 • 集中管理ゲートの計画時の考え方

では、過去の貨物量の推移のトレ

ンドに基づく設定がなされている。 

• その他、事業評価等で用いられる

推計手法として以下のような手法も

ある。（※港湾投資の評価に関す

る解説書 2011参照） 

 経済指標等との相関によるマ

クロな推計 

 企業ヒアリング等によるミクロな

推計 

• 過去の貨物量の推移や周辺施設の

整備計画や上位計画等を考慮し、

需要の変動(増加トレンドが続く、施

設の転換により貨物量が減少する 

など)が想定される場合、それらを考

慮する必要がある。 

港湾計画値 • 既に港湾計画等により目標貨物量

が示されている場合、その値を需

要として設定することも考えられる。 

 

 

• 将来の貨物量動向によっては、下記のような点にも留意する必要があるため、長期的視野に基

づいた計画を行うことが重要です。 

 今後、システム（コンテナ情報を管理するシステムなど）の深化やゲート作業等の改善などに

より、効率が向上することが考えられる。（集中管理ゲートの場合、ある一定の需要を超えると、

機能が発揮できなくなる可能性もある。） 

 施設計画においては、将来的に施設規模を縮小する可能性があることにも留意する必要があ

る。 
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②トレーラー台数への換算 

• 年間貨物量をトレーラー台数へ換算する方法を集中管理ゲートの計画時の考え方に基づき解

説します。 

• TEU ベースの年間貨物量に、輸出入別のサイズ比率及び実入り率を乗じることによりコンテナ

個数を算出し、コンテナ 1個＝トレーラー1台として台数に換算します。 

 

 

※名古屋港の集中管理ゲートでは実入りコンテナのみを対象としているため、実入りコンテナ率

を乗じますが、実入り・空コンテナ両方を取り扱う場合には 1（＝100％）を乗じます。 

  

実入りコンテナ率
（％）

※

トレーラー台数
（台/年）

＝
年間貨物量
（TEU/年）

×
実個数比率
（％）

×
実入りコンテナ率

（％）

実個数比率
（％）

※

＝

20ftコンテナ個数
（個/年）

＋
40ftコンテナ個数
（個/年）

20ftコンテナ個数
（個/年）

＋
40ftコンテナ個数
（個/年）

×２

＝

実入りコンテナ実個数
（個/年）

実入りコンテナ実個数
（個/年）

＋
空コンテナ実個数
（個/年）
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③需要の変動の考慮 

年間貨物量の設定にあたり、集中管理ゲートの計画時の考え方及び、実証実験より得た知見を

踏まえた需要の変動の設定方法は以下の方法が考えられます。 

 

表 3.1.4 需要の変動の考慮 

 計画時 実証実験により得た知見 需要の変動の設定方法 

年間取扱

量の設定 

港湾計画等の既存計画に準

じた需要の設定。 

目標取扱量を見込む年

次が港湾計画の改定によ

り後ろ倒し。 

港湾計画の既存計画に

準じた需要の設定を基本

とするが、必要に応じて

需要推計を実施すること

が望ましい。 

月変動 港湾統計に基づき、直近年

次のコンテナ貨物取扱個数

の月変動を算定し、中間値

1.0に設定（0.9～1.10で変

動）。 

日変動率の設定では計

画時と概ね一致のため、

月変動の設定に問題が

ないと推察。 

港湾統計に基づき、直近

年次のコンテナ貨物取扱

量の月変動を算定し、中

間値に設定することが考

えられる。 

日変動 港湾統計に基づき、平均的

なコンテナ取扱個数の月の

平日の取扱コンテナ個数を

平日日数で除すことにより、

平日の平均的な取扱個数を

設定。 

NUTSデータに基づき、

平均的な月の平日（土

曜、日曜、祝日除く）の車

両ゲート通過台数の平均

をもとに、日変動率を設

定したところ計画時と概

ね一致。 

シミュレーションにより、ピ

ークである火曜日の需要

では混雑する可能性を示

唆。 

港湾統計に基づき、平均

的なコンテナ取扱個数の

月の平日の取扱コンテナ

個数を平日日数で除すこ

とにより、平日の平均的な

取扱個数を設定する。 

曜日別に、需要の変動が

想定される場合、曜日別

の変動を考慮する。 

時間変動 稼働時間で等分割。 シミュレーションにより、ピ

ーク時間における平均需

要を上回る瞬間的な需

要増によって混雑する可

能性を示唆。 

1日の中で朝夕など時間

帯にトレーラーが集中す

る傾向がみられる場合、

時間変動を考慮した 1時

間当たりのトレーラー台数

に基づき設定することが

望ましい。 
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• 日単位、時間単位等の需要の設定方法の適用例や考え方を解説します。 

• 月変動、日変動及び時間変動などの需要の波の特性を把握し、最も変動の大きなものに合わ

せた設定とすることにより、ピーク時における混雑の抑制につながるものと考えられます。 

• 需要の変動は、貨物量の取扱実績等を分析し、下表のような範囲で考慮します。 

 

表 3.1.5 需要の変動を考慮する範囲 

変動の範囲 内容 

月変動 • 繁忙月や閑散月などが存在する場合に考慮することが考えられる。 

日変動 
• 曜日により本船入港に偏りがある場合は、日変動を考慮することが考えられ

る。 

時間変動 
• 朝夕など時間帯により需要の波が発生する場合には、時間変動を考慮する

ことが考えられる。 

 

• 貨物の波動性を考慮するために必要となるデータは、範囲別変動率（月、日、時間）です。 

• 貨物の範囲別変動率の調査方法について、下表のとおりです。 

• 調査にあたっては、ゲートのレーン毎に作業を分割することを想定する場合、搬出入別（輸移出

入別）、実入り・空別に変動を把握する必要があります。 

 

表 3.1.6 貨物の変動に関するデータの調査方法 

変動の範囲 調査方法 

月変動 

• 港湾管理者（または国土交通省）が取りまとめている港湾統計では、港湾別

の月別の取扱貨物量が公表されている。 

• コンテナ情報システムが整備されている港湾では、システムから入手できる

可能性もある。 

日変動 

• 港湾管理者が管理している詳細な港湾統計またはコンテナ情報システム

等から入手できる可能性がある。 

• 既存データが整備されていない場合は、コンテナターミナルゲート前に調査

員を配置して、入出構トレーラー台数をカウントするような交通量調査をゲ

ートオープンからクローズまで実施する必要がある。 

• 長期間の調査が難しい場合、曜日変動を把握するため、祝日や台風等の

災害といった特異日が含まれる週を避け、1 週間単位で交通量調査を実施

することやピーク時間に絞った調査などが考えられる。 

時間変動 

• コンテナ情報システム等から入手できる可能性がある。 

• 既存データが整備されていない場合は、コンテナターミナルゲート前に調査

員を配置して、入出構構トレーラー台数をカウントするような交通量調査を

実施する必要がある。 
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＜月変動＞ 

• 貨物量の月変動について、集中管理ゲートの整備前後で比較した。 

• 貨物量の月変動は、影響を受けないものと考えられる。 

• 名古屋港の事例では、月当たりのトレーラー台数の変動率は、年間で 0.9～1.1 程度である。こ

のため、独自にパラメータの取得が困難である場合は、名古屋港の事例を参考に中間値である

1.0程度に設定することが考えられる。 

 

 

 

図 3.1.3 名古屋港における実入りコンテナ個数の月変動（平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月） 
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※月当たりのトレーラーの

平均到着率を１とする 
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＜日変動＞ 

• 貨物量の日変動について、集中管理ゲートの整備前後で比較した。 

• 貨物量の日変動は、影響を受けないものと考えられる。 

• 名古屋港の事例では、平日 1 日当たりのトレーラー台数は、月当たりの平日貨物量の 4%～

4.5%である。このため、独自にパラメータの取得が困難である場合は、名古屋港の事例を参考

に 4.4%程度に設定することが考えられる。 

 

表 3.1.7 名古屋港における実入りコンテナ個数の日変動（平成 27 年 7 月～平成 28年 8 月） 

 
資料：NUTS データ(2016.7～2016.8) 

（参考）計画時における 1日当たりのトレーラー需要の設定 

 

 

搬出

月 全台数 平日
全台数

平日
日数

平日
平均台数

平日
平均台数シェア

2016年7月 28,466 26,301 20 1,315 4.6%
2016年8月 29,031 27,264 22 1,239 4.3%
平均 28,749 26,783 21 1,275 4.4%

搬入

全台数 平日
全台数

平日
日数

平日
平均台数

平日
平均台数シェア

37,089 35,038 20 1,752 4.7%
36,100 34,413 22 1,564 4.3%
36,595 34,726 21 1,654 4.5%
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• 名古屋港においては、曜日による実入搬入の入構トレーラー台数の変動が大きく、航路便数が

多い水曜日前日の火曜日では、平日平均の 1.16になっている。 

 

 

※ 航路便数は平成 28 年 7 月 1 日時点 

資料：名古屋港管理組合HP(航路便数)、NUTS データ（トレーラー台数） 

図 3.1.4 実入搬入トレーラー平均入構台数の曜日変動(平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月) 

 

※ 航路便数は平成 28 年 7 月 1 日時点 

資料：名古屋港管理組合HP(航路便数)、NUTS データ（トレーラー台数） 

図 3.1.5 実入搬出トレーラー平均入構台数の曜日変動(平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月) 
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表 3.1.8 実入搬出入トレーラー平均入構台数の曜日変動(平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月) 

曜日 
実入搬入トレーラ

ー平均入構台数 

搬入変動率 

（÷土曜日除平均） 

実入搬出トレーラー

平均入構台数 

搬出変動率 

（÷土曜日除平均） 

月 1,604 0.96 1,266 0.99 

火 1,931 1.16 1,317 1.03 

水 1,654 0.99 1,301 1.02 

木 1,512 0.91 1,313 1.03 

金 1,651 0.99 1,173 0.92 

土 449 0.27 484 0.38 

平日平均 1,670 － 1,274 － 

資料：NUTS データ 
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＜時間変動＞ 

• 貨物量の時間変動は搬出入別に大きく変動する場合がある。 

• 名古屋港の事例では、搬入が 16時台に平均の 1.40倍、搬出が 16時台に平均の 1.46倍にな

っている。下図のピーク率等や現地調査を参考に設定することが望ましい。 

 

 

 
資料：NUTS データ（トレーラー台数） 

図 3.1.6 名古屋港における実入りコンテナ個数の時間変動(平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月) 
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施設の規模の設定 

集中管理ゲートの計画時の考え方及び、実証実験より得た知見を踏まえた施設規模の設定方法

は、下表のとおりです。 

第1段階で待ち行列理論を用いた試算によりできる限り簡便に現状を分析し、第2段階としてミクロ

交通シミュレーションにより精緻化を図ることが望ましいです。 

待ち行列理論を用いてモデル化することでゲート前の滞留状況を簡便に分析することは可能です

が、周辺の沿道の道路混雑状況を把握することは困難であるため、周辺エリアも含めた検討を実施

する際にはミクロ交通シミュレーションにより分析することが望ましいです。 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.7 施設規模の設定の手順 

 

表 3.1.9 施設規模の考え方 

検討対

象施設 

計画時 実証実験により得た知見 知見を踏まえた設定方法 

ゲート 

レーン数 

• 平均的な 1時間当たりの

トレーラー台数に基づき

設定 

• シミュレーションにより、ピ

ーク時間における平均需

要を上回る瞬間的な需

要増によって混雑する可

能性を示唆 

• 時間変動を考慮した 1

時間当たりのトレーラー

台数に基づき設定する

ことが望ましい。 

トレーラ

ー 

待機 

スペース 

• 平均的な 1時間当たりの

トレーラー台数及び当初

計画のゲート処理時間に

基づき設定を待ち行列

式に当てはめることによ

り、平均的なゲート前の

滞留台数を算出 

• 滞留台数分のトレーラー

が収納できることを確認

（トレーラーの諸元等につ

いては、港湾の施設の技

術上の基準・同解説（平

成 19 年７月  日本港

湾協会）による） 

• シミュレーションにより、ピ

ーク時間における平均需

要を上回る瞬間的な需

要増によって混雑する可

能性を示唆 

• トレーラーの諸元等につ

いては、港湾の施設の

技術上の基準・同解説

（平成 19 年７月  日

本港湾協会）を参考に、

時間変動を考慮した 1

時間当たりのトレーラー

台数及びゲート処理時

間に基づき設定する。 

第 1段階 

第 2段階 

待ち行列理論 

ミクロ交通シミュレーション 

できる限り簡便に現状を分

析し、施設規模を目算 

詳細な施設により精緻化を

図り、施設規模を設定 
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検討の流れ 

• 実証実験において、運用方法及び効果検証の検討には、トレーラー1台 1台の動きを再現したミ

クロ交通シミュレーション（以下、シミュレーション）が用いられてきました。 

• シミュレーションにより、集中管理ゲートの運用方法変更時における必要レーン数の検討やゲート

前及び交差点での滞留の発生状況の把握などを行うことができます。 

• 本手引書による、コンテナターミナルゲートの物流効率化のための施設計画におけるレーン数等

の設定にあたり、シミュレーションを用いることにより実証実験と同様のプロセスでの検討が可能と

なると考えられます。しかし、シミュレーションを実施するためには、シミュレーションモデル構築に

あたり、様々な現地調査や検討が必要となります。 

• そこで、計画時における待ち行列式による需要に応じた必要レーン数の算出をベースとした方法

を「簡易的な手法」として解説を行うとともに、実証実験における効果検証等の検討で用いた「シ

ミュレーションによる手法」についても解説します。 

• 「簡易的な手法」及び「シミュレーションによる手法」の概要及び特徴・留意事項は、次項の表に

示すとおりです。 
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表 3.1.10 施設規模の検討手法の概要 

 手法１：簡易的な手法 

（待ち行列理論） 
手法２：シミュレーションによる手法 

概
要 

• 待ち行列理論は、ある理論的な仮定や

条件を設定した上で、簡便に待ち行列

の状況を把握するために用いる分析手

法である。 

• 算定式に需要や当該港湾の特性（ゲート

処理時間等）を入力することにより、必要

なレーン数が算定される。 

• 設定したレーン数も含め、待ち行列式に

入力することにより、ゲート待ちの時間や

必要な待機スペースが算定される。 

• 施設の配置に伴うトレーラー動線の変化

により渋滞が懸念される交差点について

は、交差点需要率を用いた処理可能性

を検証する。 

• シミュレーションは、詳細な条件を設定し

た上で状況を精緻に分析する手法であ

る。 

• シミュレーションモデルを構築し、ゲート

効率化施策実施時の交通流を推計し、

レーン数や待機スペース、配置などで需

要に対応可能か一気通貫で検討する。 

特
徴
・留
意
事
項 

• 基本的なデータのみで簡易的に算定が

可能である。 

• 当該港湾の特性については、ゲート処理

時間を現地調査等で把握する必要があ

るが、調査が困難である場合、名古屋港

集中管理ゲートのパラメータを用いること

も考えられる。 

• トレーラーのゲート到着間隔は、ある程度

時間帯や周辺道路の信号等の影響を受

けるが、算定式は待ち行列理論に従うた

め、平均な到着間隔を仮定した評価とな

る。このため、需要がゲート処理能力を超

過し、前の時間の需要が捌ききれず滞留

が残るような場合、適切に評価できなくな

る。 

• ピーク時間が連続し、一時的に滞留が長

くなることが予想される場合には、留意が

必要である。 

• シミュレーションモデル構築にあたり、車

両の走行経路別の台数やトレーラーの挙

動に関するパラメータの調査、モデル用

データの作成などが必要となる。 

• シミュレーション再現期間を 1日やピーク

時間帯を含む半日などに設定することに

より、ピーク時間の連続時におけるレーン

数や待機スペースの過不足の把握が可

能となる。 

• 動線の変更等に伴う交差点の混雑の発

生が見込まれる場合は、信号現示の変

更による対策など、当該施設以外につい

ても検証することが可能となる。 
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施設規模の検討フローは下図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.8 施設規模の検討フロー 
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簡易的な手法（待ち行列理論） 

レーン数の設定方法 

【レーン数の設定】 

• 需要の設定に基づき、レーン数の簡易的な式により算定する方法を解説します。 

• 計画時においては、待ち行列理論を用いた式により算出されています。名古屋港の特性を反映

した変数が組み込まれていることから、一般化した式を用いることとします。 

• ゲート作業を搬出や搬入等の車種別に設定することを想定した式を記載します。 

 

【必要なレーン数の算定式】 

必要レーン数 ＝ 車種別のトレーラー到着台数（台／時間） 

÷ 車種別の１時間当たりコンテナ処理可能個数（台／時間） 

 

車種別の 1時間当たりのコンテナ処理可能個数（台/時間） 

＝ 60分 ÷ トレーラー1台当たりのゲート処理時間（分/台） 

 

※ゲートの運用により、例として搬入の実入りと空を混在して取り扱う場合は、設定するレーン数として重複してカウ

ントしてよいが、混在させるレーンの 1台当たり処理時間は、車種別の混在を考慮したものとすること 
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表 3.1.11 車種別のゲート処理時間の例 

車種 
1 台当たりの処理時間（名古屋港の事例） 

※トレーラーの入れ替わり時間を含まない 

通
常 

搬
入 

1)実入り 180 秒 

2)空 120 秒（RFID 使用時は 60 秒以下） 

3)シャーシのみ 0 秒(通過のみ) 

搬
出 

4)シャーシのみ 60 秒 

5)実入り 180 秒 

6)空 0 秒(通過のみ) 

※名古屋港におけるダメージチェックは、輸入が船卸し直後、輸出がオフドックでの実施であるため、ゲート作業時

間は短くなっている。 

※ＲＦＩＤとは、ここでは名古屋港において平成 19年から導入された多機能ＩＤタグを指し、タグを通してコンテナ情

報に係るデータをやりとりしているため、ゲート等での手続き時間が大幅に短縮されている。 

※NUTSデータ(H26.9.1～H26.9.30）の分析においても同様の結果となっている。 

 

 

図 3.1.9 搬出入トレーラーのゲート IN～OUT までの流れ(名古屋港) 

 

（搬入） 

1) 、2）搬入受付やダメージチェック、デリバリーポイントの指示、ツイストロックの解除 

3) 通過のみ 

 

（搬出） 

4) 搬出受付 

5) ツイストロックの固定やダメージチェック 

6) 通過のみ 
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（参考）計画時における必要レーン数の考え方 

 
 

 

  

なお、純稼働時間やタグ使用率、1レーン・1時間当たりのコンテナ処理可能個数は、港運事業者から

の提示資料にもとづいた値である。 
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待機スペースの設定方法 

【待機スペースの計画】 

• 必要レーンを参考に定めたレーン数を基に、待ち行列理論の式にパラメータを入力し、ゲート前

の待ち時間（滞留時間）を算出する方法を解説します。 

• 待ち行列理論とは、顧客がサービスを受けるために行列に並ぶような確率的に挙動するシステ

ムの混雑現象について数理モデルを用いて解析することを目的とした理論です。集中管理ゲー

トの計画時においても、ゲートレーン数及び待機スペースの適切さを検証するために用いられま

した。 

• 待ち行列理論は、以下に示すように行列の並び方に応じて適用する式が異なります。 

• 待ち行列理論から算出される平均ゲート待ち時間をトレーラー台数に換算することにより、必要

な待機スペースを定め、配置場所を検討します。 

 

①待ち行列理論の分布形の設定 

• ゲート数等を設定するにあたり、トレーラーの到着間隔分布及びサービス時間分布を設定する必

要があります。ケンドールの記号であらわすと以下のように示されます。 

 

• 待ち行列理論で用いる主な分布形としては以下の表のような分布形があり、調査によりどの分布

形に該当するか設定する必要があります。 

 

  

A / B / S （K）
到着間隔
分布

サービス
時間分布

ゲート数 行列の長さ
の最大値

K：行列の長さの最大値

A：（トレーラーの）到着間隔分布

B：サービス時間分布

1

2

N

・
・
・

ゲート数
（S:1～N)

分布
（A・B)

記号 M D Ek
G

名称
ポアソン分布（単位時
間当りの到着台数）

/指数分布（到着間隔）
単位分布 アーラン分布 一般分布

分布の概要 到着間隔はランダム型。
到着間隔が一定
の規則型。

到着間隔が規則型と
ランダム型の中間。

到着間隔の詳細を
問わない一般型。
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次にゲートの並び方について設定する必要があります。 

A/B/1 型と A/B/S型の 2種類があり、特徴としては以下に示すとおりです。 

 

表 3.1.12 待ち行列理論の概要 

 A/B/1 型 A/B/S 型 

行
列
の
並
び
方 

 

 

 

 

 

 

 

行
列
の
並
び
方
の
特
徴 

• 待機レーンからゲート前の動線が最短にで

きるメリットがある。 

• 通常トレーラー毎に処理時間にばらつきが

あるため、並んでいるうちに隣のゲートが空

いたとしても列を移ることができず、そのまま

続けることとなるデメリットが挙げられる。 

• 平均待ち時間を最小化できる、M/M/1型と

比較して不公平感がないというメリットがあ

る。 

• ゲート待ちの滞留が長くなることがデメリット

として挙げられる。なお、列の先頭からゲー

トまでの移動に時間を要する動線の場合で

は、M/M/1 より効率が低下する可能性もあ

る。 

• 待機レーンを複数にした場合、トレーラーの

錯綜が生じるため、人員を配置するなど、

安全にゲートまで誘導するための処置が必

要となる。 

  

トレーラーの錯綜 

1 

2 

ゲート 

ゲートＡ 

ゲートＢ 

ゲートＣ 

ゲートＡ 

ゲートＢ 

ゲートＣ 

ゲートＡ 

ゲートＢ 

ゲートＣ 
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待ち行列理論(M/M/C 型)   

• 待ち行列理論(M/M/1 型)の平均ゲート待ち時間の算定式を以下に示します。名古屋港におけ

る計画時の待機スペースの設定は、M/M/1型の数式で設定していました。 

【平均ゲート待ち時間の算定式(M/M/1 型)】 

Wq＝（ρ/(1-ρ)）Ts 

 

Wq：ゲート待ち時間 

ρ：平均利用率（(λ/L)／μ) 

λ：トレーラーの平均到着率（平均到着時間の逆数） 

L：レーン数  

μ：平均サービス率（Ts（1 台当たりのゲート処理時間の逆数） 

Ts：1 台当たりのゲート処理時間 

 

• 待ち行列理論(M/M/S型)の平均ゲート待ち時間の算定式を以下に示します。 

【平均ゲート待ち時間の算定式(M/M/S 型)】 

Wq＝Π/cμ（1-ρ） 

𝛱 𝑝
𝑐 𝜌

𝑐! 1 𝜌

∞

𝑝  

 

Wq：ゲート待ち時間 

Π：すべてのゲートが塞がっている確率 

ρ：平均利用率（λ/Cμ<1） 

C ：レーン数 

λ：トレーラーの平均到着率（平均到着時間の逆数） 

μ：平均サービス率（Ts（1 台当たりのゲート処理時間の逆数） 

 

• 平均ゲート待ちトレーラー台数の算定式を以下に示します。 

【平均ゲート待ちトレーラー台数の算定式】 

Vq＝Wq÷1/μ 

Vq：平均ゲート待ちトレーラー台数 

μ：平均サービス率（Ts（1 台当たりのゲート処理時間の逆数）） 
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待ち行列理論（M/Ek/C 型） 

• 待ち行列理論（M/Ek/C型）の平均待ち時間の算定式を以下に示します。 

• 名古屋港の 1年間（平成 27年 1月～平成 28年１０月）の集中管理ゲート到着のトレーラー情報

を分析すると、到着間隔分布は指数分布（M）に従い、ゲート処理時間分布はアーラン分布（Ek）

に従っています。 

 

【平均ゲート待ち時間の算定式(M/Ek/1 型)】 

𝑊𝑞
𝜌

2𝜇 1 𝜌
1

1
𝑘

 

 

Wq：ゲート待ち時間 

ρ： 平均利用率（(λ/L)／μ) 

λ：トレーラーの平均到着率（平均到着時間の逆数） 

L：レーン数  

μ：平均サービス率（Ts（1 台当たりのゲート処理時間の逆数） 

Ts：1 台当たりのゲート処理時間 

ｋ：位相（サービス所要時間分布の変動係数から、変動係数  

という関係式で求められる自然数） 

 

【平均ゲート待ちトレーラー台数の算定式】 

Vq＝Wq÷1/μ 

Vq：平均ゲート待ちトレーラー台数 

μ：平均サービス率（Ts（1 台当たりのゲート処理時間の逆数）） 
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（参考）名古屋港の集中管理ゲートにおけるゲート処理時間と到着間隔の分布形 

• 名古屋港の 1年間（平成 27年 11月～平成 28年 10月）の NUTSデータを用いて、集中管

理ゲートにおけるゲート処理時間と到着間隔の分布形を分析した結果、ゲート処理時間はアー

ラン分布、到着間隔は指数分布に従っていることが分かりました。 

• この結果から、名古屋港の集中管理ゲートにおける状況を待ち行列理論でモデル化する場合に

はM/Ek/1型で設定することとなります。 
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• 待ち行列理論に用いる平均到着台数については、既存データが無い場合、現地調査等に基づ

き設定することが望ましいですが、名古屋港のパラメータを参考として例示します。 

• 名古屋港の場合、待ち行列理論を用いる際に平均到着率の単位時間を1時間で設定すると、ミ

クロ交通シミュレーション結果と比較して必要な待機スペースが大きくなる可能性があります。 

• そのため、単位時間を 2時間に設定し、2時間平均到着率を用いることが望ましい結果が得られ

ます。すなわち、ピーク時間帯の到着率は 1.35 を用いて必要レーン数と待機スペースを設定す

ることになります。 

• ただし、名古屋港の到着分布の特性によるものであり、平均時とピーク時の差異がないような場

合には単位時間を 1時間と設定した方が望ましい場合もあります。 

 

λ ：トレーラーの平均到着率（平均到着時間の逆数） 

平均到着時間 ＝ 1 時間 ÷ 1 時間当たりの到着台数 

       ＝ 3,600 秒÷82 台 

       ≒ 44 秒 

 

λ ＝ 1 ÷ 44 秒 ＝0.0227 

 

（参考）名古屋港におけるミクロ交通シミュレーションと待ち行列理論との滞留台数の比較検証 

• いくつかの混雑パターンでミクロ交通シミュレーション結果と待ち行列理論の滞留台数を比較検

証（※ゲートの滞留状況を正確に検証できるよう、看貫場がボトルネックとなる場合を除く）しまし

たところ、1時間ごとの到着台数を用いて待ち行列理論で滞留台数を算出した場合、特にゲート

利用率約 8 割を超える状況の場合、待ち行列理論の特性として指数的に滞留台数が増加する

ことが課題となることが分かりました。 

• 単位時間を 2時間ごとの到着台数を用いることで、再現性は向上する結果となっています。 
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表 3.1.13 年間における時間帯別2時間平均実入入構トレーラー台数（平成27年11月～平成28年10月） 

時間 
実入搬入トレーラー

平均台数（台/時） 
搬入変動率 

実入搬出トレーラー

平均台数（台/時） 
搬出変動率 

8:30～ 73 0.90 63 0.90 

10:30～ 69 0.85 61 0.88 

12:30～ 75 0.92 68 0.99 

14:30～ 110 1.35 94 1.35 

16:30～ 78 0.95 25 0.36 

平均 82  69  

※基本のゲートオープン時間である 8：30～17：00 までを対象として集計。ただし、16：30～のみ 30分平均。 

 

表 3.1.14 年間における時間帯別実入入構トレーラー台数（平成 27 年 11 月～平成 28年 10 月） 

時間 
実入搬入トレーラー

平均台数（台） 
搬入変動率 

実入搬出トレーラー

平均台数（台） 
搬出変動率 

8:30 93 1.14 75 1.09 

9:00 54 0.66 60 0.87 

9:30 68 0.83 58 0.83 

10:00 79 0.97 57 0.82 

10:30 78 0.96 76 1.09 

11:00 82 1.01 76 1.09 

11:30 71 0.87 59 0.86 

12:00 45 0.55 33 0.48 

12:30 40 0.49 29 0.42 

13:00 76 0.93 77 1.11 

13:30 95 1.17 77 1.11 

14:00 90 1.10 90 1.31 

14:30 105 1.28 87 1.26 

15:00 110 1.35 87 1.25 

15:30 110 1.35 99 1.44 

16:00 114 1.40 101 1.46 

16:30 78 0.95 35 0.50 

平均 82  69  

※基本のゲートオープン時間である 8：30～17：00 までを対象として集計 
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NUTSデータを分析した結果、ゲート処理時間はアーラン分布、到着間隔分布は指数分布に従っ

ています。 

そのため、名古屋港の集中管理ゲートにおける状況を待ち行列理論でモデル化する場合は計画

段階ではM/M/1型で設定していましたが、M/Ek/1型で設定する方が望ましいです。 

 

M/Ek/1型の場合における必要レーンの算定式は以下のとおりです。 

 

平均到着率      λ=（搬出入台数）×（タグ使用率）÷（ゲート稼働時間）÷（レーン数） 

 

平均サービス率   μ=（台/時） ゲートが時間当たりに処理できる台数 

 

平均待ち時間     𝑊𝑞（時） 1  

 

平均サービス時間   Ts（時）   

 

ゲート利用率      ρ=λ÷μ 

 

平均滞留台数      Lq（台/時）=λWq 

      ｋ：位相（サービス所要時間分布の変動係数から、変動係数  

という関係式で求められる自然数） 
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 （参考）計画時における必要な待機スペースの考え方（M/M/1 型の場合） 
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• 平均ゲート待ちトレーラー台数にトレーラー1 台当たりの必要スペースを乗じることにより、必要な

待機スペースの面積を算出します。 

• 必要な待機スペースの面積の算定式を以下に示します。 

• トレーラー１台の必要延長は、一般的なトレーラーを想定する場合、港湾の施設の技術上の基

準・同解説（平成 19 年７月  日本港湾協会）などを参考に設定します。（計画時においては、

連結全長 16.45ｍ+停止車間距離＝20mに設定） 

• ここに示した待機スペースの必要な面積は、ゲート前の滞留トレーラーを収納する最低限の広さ

であるため、将来的に更なる需要の増加や台風等の災害時においてトレーラーの滞留スペース

としての活用を考える場合は、さらに大きなスペースを確保しておくことも有効と考えられます。 

 

【待機スペースの必要な面積】 

 

Sq＝Vq × ℓ × β × n 

 

 

Sq：待機スペースの必要な面積(㎡) 

Vq：ゲート前トレーラーの滞留台数(台) 

ℓ ：トレーラー1台の必要延長(m/台) 

β：1 レーン当たりの必要幅(m/本) 

n ：待機レーンのレーン数(本) 

 

• シャーシプールの設置検討においても、待機スペースに必要な面積の算定式の Vqをシャーシプ

ールでの収容台数に置き換えることにより、必要な面積を算出することができます。 

• シャーシプールの設置にあたっては、特殊大型車が駐車可能となる駐車マスの角度等に留意し

て、必要な面積を定める必要があります。 

 

 

  

延長方向 幅 
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（参考）ゲート設置に必要な規模の目安 

• トレーラー1台当たりの必要延長 

 
出典：港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19年 7月） 
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• ゲート 1 レーン当たりの必要幅 
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• シャーシプール設置における留意点 
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【条件別の早見表】 

• 名古屋港の知見を踏まえ、滞留スペース（ゲート奥行）の制約がある中で適切なゲート数を設定

できるように条件別の早見表を以下に示します。 

• 名古屋港の場合には、ゲート処理時間はアーラン分布、到着間隔分布は指数分布に従っている

ことから、待ち行列理論のM/Ek/1型でモデル化しています。 

• ここでは、滞留台数（ゲート奥行）が 5 台の場合と、滞留台数（ゲート奥行）が 10 台、滞留台数

（ゲート奥行）が 15台の場合における早見表を以下に示します。  
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滞留台数 5台 

 

図 3.1.10 早見表（滞留可能台数 5台）（M/E3/1 型） 
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滞留台数 10台 

 
図 3.1.11 早見表（滞留可能台数 10 台）（M/E3/1 型） 
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滞留台数 15台 

 
図 3.1.12 早見表（滞留可能台数 15 台）（M/E3/1 型） 
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早見表の使い方 

• 名古屋港のゲート数を設定する場合を例に早見表の使い方を解説します。 

• 以下の手順で早見表を用いて、必要ゲート数を設定します。 

 

①将来における輸出（搬入）と輸入（搬出）別に年間貨物車台数（台/年）を設定します。 

 （下記の例では、年間貨物量 輸出（搬入）58万台/年、輸入（搬出）46万台/年として設定） 

②1 レーン当りの輸出（搬入）または輸入（搬出）のゲート処理能力（台/時）を設定します。 

 （下記の例では、ゲート処理能力 輸出（搬入）３２台/時、輸入（搬出）23台/時として設定） 

③敷地の制約等を踏まえ、滞留台数（ゲート奥行）を設定します。 

 （下記の例では、滞留台数 10台として設定） 

④輸出（搬入）の場合の年間貨物車台数とゲート処理能力（台/時）の値の交点から、必要ゲート 

数を設定します。 

下記の例では、必要レーン数 輸出（搬入）12 レーン 輸入（搬出）１２レーンとなります。 

 
図 3.1.13 早見表の使い方（M/E3/1 型）  
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現在のゲート諸元は搬出12 レーン、搬入10 レーンであり、上記の設定は現実のレーン数は多

い設定となっています。 

計画時においては 1 日平均到着台数を用いていましたが、ミクロシミュレーションの知見も踏ま

え、上記の例では 1日のピーク時の到着台数を用いて必要ゲート数を設定しています。 

施設計画を検討する上では１日のピーク時の到着台数を用いて設定した方が物流効率化の

面で望ましいですが、一方でゲート整備費用や敷地上の制約もあることから、それらを総合的に

勘案してゲート数を設定する必要があります。 

また、ICT 化等によりゲート処理能力をさらに向上させることで、必要ゲート数は少なくすること

が可能となるため、ゲート処理能力向上も重要となります。  
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シミュレーションによる手法 

【シミュレーション構築に必要な調査】 

• シミュレーションデータを体系的に整理すると、下図のとおりとなります。 

• これらのデータのうち、実証実験においてトレーラーの動きを再現したシミュレーションを構築する

にあたり、トレーラーを車種として設定することを前提に、実施した調査の手法について解説しま

す。 

 

 

 

 

図 3.1.14 シミュレーションデータ体系 

 

  

調査方法について解説を行うデータ 
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• 調査が必要なシミュレーションデータの種類とその調査手法の概要は、下表に示すとおりです。 

• 各調査における基本的な調査項目や内容、調査方法等については、「交通調査実務の手引」や

「道路交通技術必携」の他、実態調査に関するマニュアル、基準書等を参考にしてください。 

 

表 3.1.15 調査が必要なシミュレーションデータの種類とその調査手法の概要（1/2） 

取得データ 

の分類 

データ 

の概要 
調査手法 調査手法の概要 

交 通 需 要

データ 

時間帯別交

通需要 

交差点交通

量調査 

コンテナ情報

データ分析 

• 交差点に調査員を配置し、時間別方向別交通量を

調査する。 

• 調査方法は、一般的な交差点方向別交通量調査に

準じるが、集計単位時間としては、10～15 分程度毎

とすることが望ましいとされている。また、必要に応じ

て車線別の交通量を観測集計し、主要な交差点の

交通処理可能性についての検討材料とすることも考

えられる。 

• 調査対象箇所の選定にあたっては、主要交差点の

他に、交差点間の断面交通量の整合に影響を与え

ると想定される交通の出入が多い細街路や沿道施

設等についても調査対象とすることが考えられる。 

車種別 OD

交通量割合

（走行経路） 

トレーラーID

調査 

(ナンバープ

レート調査) 

• 飛島ふ頭内の各交差点を通過するトレーラーのトレ

ーラーID を読み取り、トレーラーが走行する経路を

把握するための調査である。 

• トレーラーIDがない場合は、ナンバープレートを代用

することも考えられる。 

• トレーラーの状態(コンテナ有無やヘッドのみなど)に

ついても記録し、コンテナ情報システムと照合させ、

目的ターミナルや作業内容（搬出入など）を判別する

ことにより、現地調査で捕捉しきれない情報を補完す

ることができる可能性がある。 

• これらの調査は、現地での多数の調査員を必要と

し、さらにデータ整理に費用や時間を比較的必要と

する調査であることに留意が必要である。 

• 時間帯による変動が考えにくい場合などは、計測時

間を短くし、ピーク時のみ実施するなど、調査方法に

ついては十分に検討する必要がある。 
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図 3.1.15 トレーラーID イメージ 
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表 3.1.16 調査が必要なシミュレーションデータの種類とその調査手法の概要（2/2） 

取得データ 

の分類 
データの概要 調査手法 調査手法の概要 

交通運用

データ 

信号現示 信号現示

調査 

• 信号交差点の現示パターン及び現示時間を

調査する。 

• 交通量調査と同時に実施することにより効率

的な調査が可能である。 

• 調査方法は、一般的な信号現示調査に準じ

るが、交差点が近接する場合や連動処理をし

ている場合には、オフセットの観測もあわせて

行う必要がある。 

• 調査対象としては、シミュレーション検討対象

範囲の１つ外側の交差点における信号現示を

あわせて観測しておくと、検討対象範囲への

車両の進入パターンが１つ手前の信号現示に

影響を受けることを再現するために有効であ

る。 

各種パラメ

ータ（トレー

ラーの挙動

関連） 

追 従 挙

動関連 

希望車間

時間 

車両挙動

特性調査 

• 交差点等にビデオカメラを設置し、方向別の

各車両の位置関係が分かるように上方から撮

影し、ビデオ画像を基に、交差点等における

挙動時の各パラメータを取得する。 

• 例えば、無信号交差点において優先方向の

車両が交差点からどの程度離れている場合、

非優先方向の車両が交差点に進入するかを

調査し、シミュレーションのインプットデータと

することなどが考えられる。 

加速度 /

減速度 

車 線 変

更 右 左

折 挙 動

関連 

ギャップア

クセプタン

ス 

 

• 上表に示したような各種パラメータは、乗用車や普通貨物車といった都市交通に用いられる車

種についてはシミュレーターがすでに初期設定値として備えられていることが考えらます。しかし、

手引書において主な対象となるトレーラーの挙動関連については、未設定であることが多いと考

えられます。 

• そこで、実証実験では交通円滑化を検討するうえで、特に影響が大きいと考えられる無信号交

差点におけるトレーラーの挙動特性に関する現地調査を実施し、独自にパラメータを設定してい

ます。 

• 手引書では、実証実験で実施した現地調査の内容に加え、必要に応じて取得が望ましいと考え

られるパラメータの候補を記載します。 
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（参考）実証実験における車両挙動特性調査の概要 

集中管理ゲート西側出口・入口にて車両挙動特性調査を行う。詳細は下表のとおりである。

13:00～17:00 の 4 時間（途中バッテリー交換含む）ビデオ撮影を行い、ビデオ解析により、計測し

た。 

非優先道走行車が交差点に進入した時の優先道走行車両の交差点までの距離を記録した。ま

た、車種別、進行方向別（非優先・優先の両方）に記録した。 

 

 

図 3.1.16 無信号交差点の挙動イメージ 

 

表 3.1.17 車両挙動特性調査の対象地点と観測方向 

対象地点 観測方向 

01 集中管理ゲート西側出口・入口 4 方向 

06 東浜交差点東 6 方向 

 

  

①
優先道路走行車速度

40km/h

②
交差点までの距離

56m

優先道路走行車が②の距離よりも離れている場合、
非優先道路走行車が交差点に進入

非
優
先
道
路
走
行
車
両

優先道路走行車両

一時停止線

一時停止線

優先道路を走行す
る車両の速度①が
40km/hの場合は、
交差点までの距離
②が56mよりも離
れていれば交差点

に進入
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図 3.1.17 東浜交差点東における車両挙動特性調査の対象方向 

1

2
3

4

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
北流入 直進

1

2

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
北流入 右折

3

1

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
北流入 左折

3

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
南流入 左折

1

2
3

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
南流入 右折

Ｎ

3

集中管理ゲート西側出入口
（無信号交差点）
南流入 直進

1

2

5

1

2
3

4

東浜交差点東
（無信号交差点）
北流入 直進

1

2

東浜交差点東
（無信号交差点）
北流入 右折

3

1

東浜交差点東
（無信号交差点）
北流入 左折

3

東浜交差点東
（無信号交差点）
南流入 左折

1

2
3

東浜交差点東
（無信号交差点）
南流入 右折

Ｎ

非優先道車両の走行方向

凡例

優先道車両の走行方向

番号 非優先道車両流入開始時の
優先道車両の交差点までの
距離測定対象

5 5

1

2
3

東浜交差点東
（無信号交差点）
南流入 直進

5

6
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車両の位置については、調査対象の無信号交差点をビデオカメラで高い視点から撮影し、画面

上にラインを設定することにより読み取った。 

  

図 3.1.18 車両の交差点までの距離の計測方法  
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＜撮影使用機器の概要＞ 

 
出典：株式会社道路計画 HP（ビューポール） 
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出典：株式会社道路計画 HP（ビューポール） 
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出典：株式会社道路計画 HP（ビューポール） 

現地調査におけるカメラについては、下図に示すように設置した。 

 

 

図 3.1.19 カメラ設置例（集中管理ゲート西側出口・入口） 
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＜その他使用機材＞ 

   交差点までの車両の距離を計測するために路面に貼り付けるテープ 

 使用材料（カラー布テープ） 

 設置間隔（@10m ピッチで 2色を交互に） 

 設置範囲（交差点の停止線から 150m まで） 

 

＜使用機材設置方法＞ 

   ビューポールカメラの設置位置は下図のとおりである。 

 

 

 
図 3.1.20 ビューポールカメラ設置位置 

（上：集中管理ゲート西側出口・入口、下：東浜交差点東）

カメラ設置位置

照明柱

① 

② 

③ 

④ 

木陰となる場

所は、補助の

カメラで補完 

木陰となる場

所は、補助の

カメラで補完 
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図 3.1.21 ビューポールカメラの画角（①） 

 

 

図 3.1.22 ビューポールカメラの画角（②）  

西側出口 

木陰となる場

所は、補助の

カメラで補完 

木陰となる場

所は、補助の

カメラで補完 
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【無信号交差点におけるトレーラー挙動のパラメータ設定】 

• 現地調査結果を基に、進行方向別及び車種別に無信号交差点のパラメータに差について分析

を行い、適切に分類したうえで、シミュレーションに反映しています。 

 

 図 3.1.23 現地調査結果のシミュレーションへの反映の考え方 

• 飛島ふ頭の道路特性を考慮し、交差点別優先車方向別に集計した結果をシミュレーション値に

設定しています。 

• 現地調査の観測値は優先車の停止線までのギャップでしたが、シミュレーション値の条件に合わ

せ、交差点中心までのギャップに変換した値を使用しました。 

 

優先車の流入方向別に分類
（交差点接近時速度による影響 など）

車種別に挙動に差があるものと無いものを分類

優先車流入方向別の
分類

車種別の分類

流入部別進行方向別車種別の無信号交差点のパラメータ
・各パラメータには、合流と見逃しの累積頻度分布の交点（臨界ギャップ）を採用

流入部別進行方向別車種別の無信号交差点のパラメータ
を反映したシミュレーション

シミュレーションでは優先車の速度帯別に交差点までの距離を
与えるため、ギャップ時間で分析することで集約が可能

交差点までの距離と
走行速度との関係

非優先車の交差点別進行方向別に分類
非優先車流入方向別

の分類

※実入り・空の分けについて：集中管理ゲート西側出口から流入するものはすべて
実入りであると想定される。

【集中管理ゲート西側出口】
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• シミュレーションによるアウトプットする検証用データについて解説します。 

• シミュレーションの実行結果を評価するために、または、パラメータを調整（キャリプレーション）す

るために、シミュレーションの出力結果を検証するためのデータを出力します。 

• 出力データの例は、下表に示すとおりです。 

• コンテナターミナルゲートの効率化を検討するうえで、滞留の変化は、ひとつの評価指標となるこ

とが考えられるため、出力データとして加えています。 

 

表 3.1.18 出力データの例 

データ分類 内容 

時間帯別断面交通量 • シミュレーション結果からその道路ネットワークの交通処理

能力を評価するために用いられる時間帯別の断面交通量であ

る。 

• 交差点方向別交通量を用いる場合もある。 

時間帯別区間旅行時間 • シミュレーション結果として、わかりやすく客観的、定量的な

データであるため、交通状況を評価する一般的な指標として用

いられる。 

• ふ頭内の一連の作業を含めた旅行時間を指標とすることで一

気通貫の評価が可能となる。 

• 旅行速度調査を実施し、その結果との比較を行う場合は、計測

する区間設定にあたっては、シミュレーション対象範囲との整

合性に留意する。 

• 走行中の状況を車載ビデオにより記録しておくことで、渋滞状

況やその要因、旅行速度に影響を与える駐停車車両や歩行者、

自転車等の状況を確認することが可能となる。 

時間帯別方向別最大滞留長 • ゲート作業効率化によるゲート前の滞留を評価するうえで、直

観的にわかりやすく定量的なデータである。 

• 滞留量の変化を施策の評価に用いる場合、現況を再現できてい

るかの確認する指標としておく必要がある。 

• 測定単位としては信号現示単位で観測するのが望ましい。 

※滞留長：信号機が「赤」から「青」に変わる瞬間の滞留車両の最後尾位置渋滞長は信号機が「青」から「赤」に変

わる瞬間に滞留最後尾車両が停車した位置を指す。また、合わせて一定時間ごとにゲート前の滞留長も含めるも

のとする。 
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【レーン数の設定＆待機スペースの設定】 

• レーン数の設定及び待機スペースの設定については、シミュレーションモデルの現況再現性を

確認した上で、実施します。現況再現については、前項の出力データを基に確認します。 

• 元となるレーン数や待機スペースを設定する考え方は、簡易的な手法で示した算定式を元とし

て予備検討の位置づけで実施しておくことにより、シミュレーションによる検証を効率的に実施す

ることが可能となります。 

• 施設配置後の交通流の予測において、意図せぬ滞留などが生じた場合は、車両の動線の確認

やレーン数の設定を見直すなどの調整を繰り返します。 

 

 

 

 

 

図 3.1.24 シミュレーションによる施設配置検討フロー 

【シミュレーションの留意点】 

• 単位時間を 2 時間ごとの到着台数を用いた場合において、待ち行列理論で得られた滞留台数

よりも、シミュレーション結果の方が大きな値となっている場合も生じます。 

• シミュレーション結果の方が大きな値となっている部分は、シミュレーション上不備車両が偶然的

に集中して発生していることや、ゲート流出後に先詰まりが発生しているためと考えられます。 

• シミュレーションに要するコスト及び時間も勘案した上で、何回かシミュレーションして、その平均

をとる方が望ましいです。 

 

データの作成・構築 

現況再現性検証 

施設配置後の交通流の予測 
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【シミュレーションによる集中管理ゲート整備の所要時間短縮効果】 

名古屋港の現状（143万 TEU）の条件下において非混雑時と混雑時のシミュレーションを実施

し、集中管理ゲート整備の所要時間短縮効果を推計しました。 

混雑が発生していないパターンにおける所要時間は、搬入では半日当り 10時間減少しますが、

搬出では半日あたり 58時間増加する結果となります。集中管理ゲートを通過した上で、各ターミ

ナルへ移動するため走行距離が長くなるためです。 

最も混雑しているパターンでは、搬入では半日当り 564 時間減少し、搬出でも半日当り 63 時

間減少する結果となります。混雑時には集中管理ゲートの整備により、ゲートの稼働率が向上し、

特に搬入車両の捌け台数が増加し、所要時間が大幅に減少することになります。 

 

 

図 3.1.25 シミュレーションによる集中管理ゲート整備の所要時間短縮効果 
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施設の計画時の留意点 

年間貨物量の設定にあたり、集中管理ゲートの計画時の考え方及び、実証実験より得た知見を踏

まえた施設の計画時の留意点は以下のとおりです。 

 

表 3.1.19 施設の計画時の留意点 

対象項目 計画時 実証実験により得た知見 知見を踏まえた留意点 

安全な 

車両誘導方

法の検討 

集中管理ゲートには、２箇所

の出入り口があること、及び

トラックスケールの利用やド

ライバーの休憩等のため

に、トレーラー動線には合

流と分離が発生するため、 

安全性等に配慮したトレー

ラーの誘導標識等を配置。 

→ 

場外ゲートの出入り口及び

場外ゲート内のトレーラー

動線に、他の交通等との合

流や分離が発生するか確

認し、必要に応じて 構内

で安全かつ効率的にトレー

ラーを誘導できるよう、標識

等を分かりやすく配置す

る。 

交差点交通

への影響の 

把握 

交差点需要率で交通処理

が可能か検討 

（無信号交差点の評価につ

いては確立された方法がな

い） 

現地調査によりトレーラー

の無信号交差点における

挙動を調査し、シミュレー

ションに反映させることで

渋滞の発生可能性を示唆 

【信号交差点】交差点需要

率による検討が必要であ

る。 

【無信号交差点】現地調査

及びミクロ交通シミュレーシ

ョン等による検討が望まし

い。 
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施設配置検討における留意点 

施設配置の検討における留意点は、下表のとおりです。 

 

表 3.1.20 施設配置の検討における留意点 

留意点 内容 

ゲートの車両出入口の配置によ

る周辺交通への影響 

• 集中管理ゲートには多くのトレーラーが行き来するため、集中管

理ゲート敷地の出入口は、特に周辺の通過交通への影響が小さ

い場所であることが望ましい。 

信号交差点における交通処理

可能性 

• 施設の配置により動線が変わるため、信号交差点については、

交差点需要率により、交差点処理の可能性を検討することが望

ましい。 

無信号交差点における交通処

理可能性 

• 無信号交差点となる場合は、トレーラーの交通処理可能性を評

価する確立された方法がない。 

• 実証実験においては、トレーラーの無信号交差点における挙動

を現地調査により把握し、シミュレーションにより無信号交差点に

おける滞留状況で再現を行ったうえで、無信号交差点を通過す

る交通量の変化による影響を検討した。 

 

新たな用地にゲート施設を設け施設内の車両動線検討時における留意点は、下表のとおりで

す。 

 

表 3.1.21 新たな用地にゲート施設を設け施設内の車両動線検討時における留意点 

留意点 内容 

①待機スペースも兼ねる長い走

行路の確保 

• 集中管理ゲートに想定を上回るトレーラーが集中した場合でも、

敷地の外に待機車両が連なることがないよう、敷地内では待機ス

ペースも兼ねる極力長い走行路を確保するものとした。 

②対面交通の回避 • 走行の安全性を確保するため、対面走行は極力生じないよう配

慮した。 

③トレーラーと乗用車の分離 • 集中管理ゲートにはコンテナ貨物情報の事前申請等を行う乗用

車も訪れることから、走行の安全性を確保するため、トレーラーと

乗用車の動線の分離を図ることを念頭に置いた。 
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3.2 「事前仕分け」の実施計画 
「事前仕分け」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

 

図 3.2.1 「事前仕分け」の実施フロー 

 

  

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定（②事前仕分けの場合、通常
車両用、データ不足用に分けて設定）

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

ゲート前の
待機スペース

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定
（②事前仕分けの場合、通常車両
用、データ不足用に分けて設定）

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

通常車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

データ不足車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

×通常車両割合 ×データ不足車両割合

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

（②事前仕分けを実施する場合）

NO

YES

現況把握調査（渋滞状況・ゲート稼働状況・データ不足車両の実態）
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「事前仕分け」の実施計画における現況把握調査 

3.1.1 「集約」の実施計画における現況把握調査（※P3-1参照）に加え、以下の調査を行います。 

データ不足車両とは、P1-8で定義した車両のことを示します。 

 

表 3.2.1 「事前仕分け」の実施計画における現状把握調査例 

目的 調査手法の例 調査内容 

通常車両とデータ不足

車両の実態を把握する 

コンテナ情報 

データ分析 

• ゲートの受付時間から受付終了時間などがコンテ

ナ情報システム等により管理されている場合、それ

らのデータを分析する。 

• データが揃っている通常車両及びデータ不足車両

の台数、1 台あたりのトレーラーの処理時間を把握

する。 

 

「事前仕分け」の実施計画における需要の設定 

需要の設定は「3.1.2 集約の実施計画における需要の設定」と同様の方法により、1 時間当たりのト

レーラー需要（台/時）を設定します。 

そして、通常車両とデータ不足車両の割合を乗じることで通常車両台数（台/時）とデータ不足車両

台数（台/時）の需要を設定します。 

 

表 3.2.2 通常・不備車両の割合（名古屋港） 

 割合 

通常車両 86.5％ 

データ不足車両 13.5％ 
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施設の規模の設定 

表 3.2.3 施設規模の考え方 

検討対

象施設 
計画時 実証実験により得た知見 知見を踏まえた設定方法 

ゲート 

レーン数 

• 平均的な 1 時間当たりの

トレーラー台数に基づき

設定 

• シミュレーションにより、

ピーク時間における平均

需要を上回る瞬間的な

需要増によって混雑す

る可能性を示唆 

• 時間変動を考慮した 1

時間当たりの通常車両

及び不備車両のトレー

ラー台数に基づき設定

することが望ましい。 

トレーラ

ー 

待機 

スペース 

• 平均的な 1 時間当たりの

トレーラー台数及び当初

計画のゲート処理時間に

基づき設定を待ち行列

式に当てはめることによ

り、平均的なゲート前の

滞留台数を算出 

• 滞留台数分のトレーラー

が収納できることを確認

（トレーラーの諸元等につ

いては、港湾の施設の技

術上の基準・同解説（平

成 19 年７月  日本港

湾協会）による） 

• シミュレーションにより、

ピーク時間における平均

需要を上回る瞬間的な

需要増によって混雑す

る可能性を示唆 

• トレーラーの諸元等に

ついては、港湾の施設

の技術上の基準・同解

説（平成  19 年７月  

日本港湾協会）を参考

に、時間変動を考慮し

た 1 時間当たりの通常

車両及び不備車両の

台数及びゲート処理時

間に基づき設定する。 
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3.3 「不備車両の退避」の実施計画 
「不備車両の退避」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

 
図 3.3.1 「不備車両の退避」の実施フロー 

 

  

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

ゲート前の
待機スペース

③不備車両の
待機スペース

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

不備車両の
トレーラー台数

輸出入合計

×不備車両割合
（③不備車両の退避を実施する場合）

NO

YES

現況把握調査（渋滞状況・ゲート稼働状況・不備車両の実態）
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「不備車両の退避」の実施計画における現況把握調査 

3.1.1 「集約」の実施計画における現況把握調査（※P3-4参照）に加え、以下の調査を行います。 

不足車両とは、P1-10で定義した車両のことを示します。 

 

表 3.3.1 「不備車両の退避」の実施計画における現状把握調査例 

目的 調査手法の例 調査内容 

通常車両と不備車両の

実態を把握する 

コンテナ情報 

データ分析 

• ゲートの受付時間から受付終了時間などがコンテ

ナ情報システム等により管理されている場合、それ

らのデータを分析する。 

• データが揃っている通常車両及び不備車両の台数

（割合）、1 台あたりのトレーラーの処理時間を把握

する。 

 

「不備車両の退避」の実施計画における需要の設定 

「3.2.2 需要の設定」と同様の設定方法となります。 

 

施設の規模の設定 

簡易的な手法 

【不備車両の待機スペースの必要な面積】 

 

Sq＝Vq × ℓ × β × n 

 

 

Sq：待機スペースの必要な面積(㎡) 

Vq：ゲート前トレーラーの滞留台数(台) 

ℓ ：トレーラー1台の必要延長(m/台) 

β：1 レーン当たりの必要幅(m/本) 

n ：待機レーンのレーン数(本) 

 

• 特殊大型車が駐車可能となる駐車マスの角度等に留意して、必要な面積を定める必要がありま

す。 

 

  

延長方向 幅 
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3.4 「事前情報の伝達」の実施計画 
「事前情報の伝達」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

 

図 3.4.1 「事前情報の伝達」の実施フロー 

 

  

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

検討終了

④コンテナターミナルへの
ゲート通過時の事前情報
の伝達システム構築

④コンテナターミナルへの
ETCからの事前情報の伝
達システム構築

コンテナターミナル内
の施設機能強化計画
の検討

現況把握調査（ゲート稼働状況・ターミナル内の施設状況）
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「事前情報の伝達」の実施計画における現況把握調査 

 

表 3.4.1 「事前情報の伝達」の実施計画における現状把握調査例 

目的 調査手法の例 調査内容 

ゲートの稼働状況を把

握する 

コンテナ情報 

データ分析 

 

• ゲートの搬出/搬入トレーラーの情報がコンテナ情

報システム等により管理されている場合、それらの

データを分析する。 

• 搬出/搬入トレーラーの到着時間、蔵置場所の到着

時間等を把握し、ゲートから蔵置場所までの移動時

間等を分析する。 

コンテナターミナルの荷

役状況を把握する 

 

事前情報伝達システムの構築 

インターネットを利用した WEB システムを利用することにより、輸入貨物の事前受付申請や各種

検査申込が可能システムとなる事前情報伝達システムを構築します。 

 

図 3.4.2 事前情報伝達システム 

 

名古屋港では、インターネットを通じ、事前審査申込、各種検査申込、入港船スケジュールの確認

等をWEB上で行う事で利用者の作業工数を簡素化し、物流の効率化を高めるシステムとして、コン

テナ情報システム(NUTS)が導入されています。 

以下にコンテナ情報システム(NUTS)の概要を説明します。 
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概要 

システムのネットワークは、コンテナターミナルの各種荷役機器への作業指示を行う無線 LAN、タ

ーミナル外部との情報交換をインターネット経由で行う NUTS-WEB、公衆回線を用いて行う EDI 

交換、専用光ケーブルでターミナル間を結ぶ LAN 環境などで構成されています。ターミナル間通信

は、無線 LAN による作業指示や車載端末と DGPS 基地局の通信により自動位置検知を実現、コ

ンテナの動きをリアルタイムで把握できるようになっています。 

 
出典：国土交通省資料、各港におけるコンテナターミナルについて、http://www.mlit.go.jp/common/001042355.pdf 

CS機能 

CS は、ターミナルにおける本船情報・コンテナ情報・保税情報などの基本情報をリアルタイムに管理・

保管している。それらの情報を基に各種帳票の作成・統計業務などを行います。 

また、NACCS に対応した EDI 機能により、ほぼリアルタイムでの NACCS への送受信が可能となり

ます。ゲート機能として、EDI 情報、事前審査受付システムなどの情報活用により、ゲートでの受付業

務の低減、通過時間の短縮を可能としています。 

YP機能 

YP は車載端末からの作業完了に従ってヤードマップをリアルタイムに更新する等、ヤードマップを動

的に管理しています。蔵置状況はリアルタイムにグラフィカル表示され、最新のヤード状態を瞬時に把握

することができます。 

YO機能 

YO は、搬出入、本船荷役、ヤード内シフト等、発生した作業を各荷役機器の車載端末へ配信し、荷

役機器の作業全体をコントロールします。各荷役機器の作業状況は、センターでリアルタイムにモニター

が可能。各荷役機器の車載端末で完了した作業情報は、DGPS 位置検出装置からの蔵置位置を付

加して、上位システム(CS)に反映されます。 

VP機能 

VP は、入港時ストウェージ情報、積みコンテナ情報を元に、本船出港時ストウェージを作成すると同

時に本船揚げ積み荷役のための荷役作業シーケンスを生成、さらに本船荷役作業のための各種帳票

を作成します。 
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コンテナの流れ 

各ターミナル稼動状況や各種お知らせをWEB上に掲示しており、メール配信サービスを登録した利用

者はタイムリーに各種情報を受け取ることが可能です。 

NUTS導入後の名古屋港におけるコンテナの流れは下図に示すとおりです。 

 

 
出典：NUTSシステムホームページを参考に作成（http://www.nutsweb.com/profile/） 
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3.5 「手続き場所の変更」の実施計画 
「不備車両の退避」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

 

図 3.5.1 「手続き場所の変更」の実施フロー 

  

⑤手続き変更

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

⑤手続き変更を実施した場合の需要

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

ゲート前の
待機スペース

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

NO

YES

現況把握調査（ゲート前の渋滞状況・ゲート稼働状況・周辺渋滞状況）
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「手続き場所の変更」の実施計画における現況把握調査 

3.1.1 「集約」の実施計画における現状把握調査に加え、以下の調査を行います。 

 

表 3.5.1 「手続き場所の変更」の実施計画における現状把握調査例 

目的 調査手法の例 調査内容 

ターミナル周辺の渋滞

状況を把握する 

滞留長調査 • ターミナル周辺の渋滞箇所に、調査員を配置し、

10 分間毎などに、その間における滞留の最大長さ

を記録する。 

• どこで、いつ、どの程度の滞留が発生しているか把

握することができる。 

 

「手続き場所の変更」の実施計画における需要の設定 

「3.1.2 「集約」の需要の設定」と同様の設定方法になります。 

 

施設の規模の設定 

手続き場所の変更前後の状況を把握する方法は、「3.1.3 施設の規模の設定」と同様の方法となりま

す。 
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3.6 「滞留影響の低減」の実施計画 
「滞留影響の低減」を実施する場合の実施手順は以下のとおりです。 

 

図 3.6.1  「滞留影響の低減」の実施フロー 

 

「滞留影響の低減」の実施計画における現況把握調査 

3.５.1 「手続き場所の変更」の実施計画における現状把握調査と同様の調査になります。 

 

「滞留影響の低減」の実施計画における需要の設定 

3.1.2 「集約」の需要の設定と同様の設定方法になります。 

 

施設の規模の設定 

手続き場所の変更前後の状況を把握する方法は、3.1.3 施設の規模の設定と同様の方法となりま

す。  

需要の設定

年間貨物量の設定（※輸出・輸入別）

トレーラー台数への換算

需要の変動の考慮

単位時間当たりの需要の設定

簡易的手法（待ち行列理論）

・到着間隔分布・サービス時間分布の設定
・ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前滞留台数
は許容範囲か？

待機スペースの設定

配置可能か？

A)導入予定
のゲートの処
理時間の計画
値、実績値で
設定

B)名古屋港の
実績値を参考
に設定

あるいは

ミクロ交通シミュレーションによる手法

ゲート処理時間の設定

ゲート数の設定

ゲート前や
交差点滞留は
許容範囲か？

シミュレーションの実施

A)現況把握調査
（統計・データ）より設定

B)名古屋港の需要の変動
の実績値を参考に設定

あるいは

検討終了

コンテナターミナル外の
施設機能強化計画の検討

YES

NO

NO

YES

NO

YES

⑥滞留影響低
減に向けた待
機スペース

現況把握調査（ゲート前の渋滞状況・ゲート稼働状況・周辺渋滞状況）
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3.7 課題解決に向けた実施計画例 
機能ごとの主な効果としては、以下のような効果が発現され、機能を組み合わせることで効率化し、効

果が向上します。 

ここでは、時間信頼性の向上に資する「集約＋事前仕分け＋不備車両の退避」の組合せ（パターン

①）と、作業時間の短縮に資する「事前情報の伝達（ETC とゲート情報）」の組合せ（パターン②）、沿道

環境の改善に資する「手続き場所変更＋滞留影響の低減」の組合せ（パターン③）の場合の実施計画

例について示します。 

 

 

 

 

 

 

 

集約…複数のコンテナターミナルのゲートを 1つの場所へ集約化 

事前仕分け…データ不足車両用のゲートと通常車両用のゲートを仕分け 

不備車両の退避…不備車両の待機スペースを整備し、不備車両を退避 

  

集約 事前仕分け 事前情報の伝達 手続き場所変更

時間信頼性の向上 作業時間の短縮 道路環境の改善

機能

効果

滞留影響の低減不備車両の退避

パターン①：集約＋事前仕分け＋不備車両退避

パターン① パターン③ パターン② 
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ETC情報による事前情報伝達＋ゲート情報による事前情報伝達により、ターミナル内の作業を効率化 

 

 

手続き場所変更…手続きを行うゲートの場所を変更 

滞留影響の低減…ゲート前等に待機スペースを整備し、沿道への滞留影響を低減 

 

  

パターン②：事前情報の伝達（ETC情報＋ゲート情報）

パターン③：手続き場所変更＋滞留影響の低減
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時間信頼性向上に向けた実施計画例（パターン①） 

 

現状把握調査 

パターン①の場合において、以下の現状把握調査を実施します。 

表 3.7.1 現状把握調査例 

目的 調査手法の例 

渋滞状況を把握する 滞留長調査 

ゲートの稼働状況を把握する ゲート通過台数の調査 

コンテナ情報データ分析 

通常車両とデータ不足車両の実態を把握する コンテナ情報データ分析 

通常車両と不備車両の実態を把握する コンテナ情報データ分析 
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実施計画例 

 
  

需要の設定

「集約」する場合の単位時間当たり
の需要の設定

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

通常車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

データ不足車両の
トレーラー台数

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

不備車両の
トレーラー台数

輸出入合計

通常車両
ゲート数
（搬出）

通常車両
ゲート数
（搬入）

データ不足
車両
ゲート数
（搬出）

データ不足
車両
ゲート数
（搬入）

ゲート前滞留台数は
許容範囲か？

待機スペースの設定

ゲート数・待機
スペースの設定

不備車両の
待機スペースの

設定

不備車両
待機スペース
面積

×通常車両割合 ×データ不足割合 ×不備車両割合
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ターミナル内作業時間短縮に向けた実施計画例（パターン②） 

 

現状把握調査 

パターン②の場合において、以下の現状把握調査を実施します。 

表 3.7.2 現状把握調査例 

目的 調査手法の例 

ETC 設置位置、トレーラの走行状況を把握する ETC情報データ分析 

ゲートの稼働状況を把握する コンテナ情報データ分析 

コンテナターミナルの荷役状況を把握する コンテナ情報データ分析 

 

実施計画例 

車両は ETC を活用し、ゲート通過時に情報が事前に登録された内容と一致する場合、コンテナター

ミナルに事前情報を送信し、ヤード内荷役作業の効率化を図る。 

また、集中管理ゲートで事前に情報を伝達することにより蔵置ヤードが迅速に決定することを可能とし、

ゲート前の滞留の削減を図る。 
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道路環境の改善に向けた実施計画例（パターン③） 

現状把握調査 

パターン③の場合において、以下の現状把握調査を実施します。 

 

表 3.7.3 現状把握調査例 

目的 調査手法の例 

渋滞状況を把握する 滞留長調査 

ゲートの稼働状況を把握する ゲート通過台数の調査 

コンテナ情報データ分析 

ターミナル周辺の渋滞状況を把握する 滞留長調査 

 

実施計画例 

 

需要の設定

「手続き変更」する場合の単位時間
当たりの需要の設定

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

ゲート前滞留台数は
許容範囲か？

待機スペースの設定

YES

ゲート数の設定

輸入
（搬出）

輸出
（搬入）

滞留影響低減
に向けた待機
スペースの設定

NO


